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2011春闘要求の回答について道市町村課との交渉を実施
（2011道本部春闘情報No.６)
１　はじめに

　３月８日、道本部は2011春闘要求について道から回答を受け、重要項目について道市町村課からの見解を求めた（回答内容は別紙参照のこと）。道本部からは川本書記長他４名、道市町村課は吉田 隆課長他２名が対応した。
　　冒頭、川本書記長は「今年も春闘期に入り、民間大手組合も要求書を提出し、交渉が本格化してきている。自治労も11日を対自治体闘争統一行動日と設定し、29分時間内くい込み集会を配置している。厳しい経済情勢は私たちも重々承知しているが、長引く景気低迷を打開するには、雇用を安定させ労働者の賃金水準を保障し、内需を拡大することが必要である」と述べ、２月17日に提出した重点要求に対する回答（２月28日）の内容について説明を求めた。
２　交渉内容は以下のとおり。

（１）賃金要求に関する基本認識について

道本部は、「春闘アンケートによればここ数年の傾向として組合員が生活苦を訴えることがほぼ固定化された中での賃金要求である」と指摘した上で、職員の生活実態や賃金の引上げ要求に対する基本認識について質した。
道市町村課は「賃金引き上げ要求は、労働者の権利であると理解する」としたものの、職員の給与の決定については、「給与勧告や地方公務員法に規定する給与決定の原則などを踏まえて、各自治体で判断すべきものと考える」との具体性のない回答に止まった。
これに対し、道本部は、「前自民党政権時代から自治体財政悪化に伴う独自削減やこの間の地域民間準拠の賃金水準の抑制政策の中で、一時金の大幅な削減や月例給のマイナス勧告が続く中、自治体職員の生活は非常に厳しい実態になっていることを改めて認識して、今後対応いただきたい」と申し入れた。
（２）公務員制度改革の動向について

　道本部は、「昨年12月に『自律的労使関係制度に関する改革素案』が示され、政府においてはこれを基に法案が整備されようとしている。現行の職員団体制度とは全く異なる新しい仕組みを国家公務員の労使関係に適用するというものであるが、職員団体の廃止はもとより、交渉事項の範囲は今まで以上に拡大する。また、紛争の調整機関が新たにつくられるなど、全面的な改正が検討されている。このような制度改正は地方公務員に対しても同様なものになると想定できる。これらは労働条件の変更に関わる事項であるため、十分な議論が必要だと考えているが、道としてどのような情報を得ているか、また、どのように対応する予定か」と、現段階の考え方を質した。
道市町村課は、「先日、総務省から法案における改革の全体像について、概要をまとめた資料の送付があり、各市町村に送付したところである。現段階では、総務省からこれ以上の情報はないが、今後の国会の動きなども注視しながら情報収集に努めてまいりたい」と回答した。
道本部は、「懸念されることは、労使決着事項に関し、国会や議会の関与がどの程度になるものか現時点では不透明なことである。少なくとも労働協約を締結した事項について、国会や議会が承認するということでなければ、引き続き『スト権を制約する』という条件のものとでは納得がいかない。今後も自律的労使関係制度を確立するための準備を道として進めていただくとともに、情報収集に努力いただき、私たちとも十分な意見交換をお願いしたい」と申し入れた。
（３）独自削減に対する見解について

道本部は、いまだ５割におよぶ自治体で継続されている独自削減について、異常な事態であると指摘し、「自治体財政健全化法により健全化団体もしくは再生団体への指定を回避するため、大幅な職員人件費の削減をはじめとして、民間委託、指定管理者制度の活用などで、行政コストを下げる努力を行っている最中である。にもかかわらず、懲戒処分での減額を超える削減を強いなければならない現状は単に地方自治体の放漫経営結果であるとは言い切れない。少なくとも生活権を脅かされるような削減幅を容認する、または強要することはあってはならないと考える」とし、道市町村課の見解を求めた。

道市町村課は、「財政状況が厳しい市町村においては、その健全化をはかることが重要な課題となっていることから、自ら徹底した行政改革に取り組んでいるところであり、こうした中で職員給与についても、各自治体の職員の生活実態については十分理解しつつも、行政サービスの維持・向上のため苦渋の決断をして、職員の理解を得ながら実施されているもの」との認識を示した。
それに対し、道本部は「給与決定の原則を踏まえるならば、独自削減は財政的な事情で実施するあくまで臨時的・緊急的なものに限定し、長期にわたって勧告を無視するようなことは関係法に抵触する事態と言わなければならない。道としても長期にわたる削減をしないよう助言すべきである。道としても是非検討していただきたい」と強く申し入れた。
（４）財政制度を通じた人件費に対する地方自治体への関与について
道本部は、この間の一番の課題になるのは財政制度を通じた人件費に対する地方自治体への関与についてであると指摘し、「特に退職手当債の発行、病院特例債などの認可に関わって、国家公務員を上回る措置を取っている自治体には適正化が求められている。さらに第三セクター等改革推進債（三セク債）も活用されはじめてきている。こうした制度を活用する際には、一律的な人件費の削減や住居手当等、さらに、適用給料表の変更および昇格基準の改悪等を条件としないで対応いただきたい。すでに独自削減を行い、ラス指数も100を大きく下回っている。個々の細部にわたる条件をみて、そこに特化した助言は行わないよう対応いただきたい」と指摘し、道市町村課の見解を質した。
これに対し、道市町村課は「自治体の現場では、財政運営にあたって大変厳しい状況にあると重々認識している。これら財政諸制度については、法令で基準が定められていることから、制度の説明をさせていただいた上で、検討いただかなければならない旨は申し上げている。各自治体において住民サービスを維持向上させることは大変重要な使命であり、職員の理解を得つつ、近年の厳しい財政事情等も踏まえた上で、財政の健全化をはかるべく対応されているものと認識しており、道としては、住民の理解を得ることを第一に対応していただきたいという思いでいる」との回答であった。

これに対し、道本部は、「『住民の理解を得ることを第一とした対応を』は当然のことと思うが、この間の一連の取扱いは、国が地方を財政で縛り付けるという方法そのものである。道庁は国から示されたことを実行する反面、一方では自治体の立場に立って国に、モノを言っていくことが必要と考える。そうでなければ、『北海道庁は必要ない』と道内市町村から思われてしまう。自治体からは病院特例債に関して、自宅住居手当を廃止しなければ、起債を認められない、医療機器の更新が認められないといった具体的な助言が北海道からあると聞く。また、このような制度では借りない方が良いという声も出ている。こうした実態を踏まえ、個別自治体のさまざまな状況については、自治労道本部と道で共有化しながら、具体的な対策を行えるよう対応いただきたい」と今後の対応に配慮するよう強く申し入れた。
（５）自治体における非正規職員（臨時・非常勤等職員）の課題

道本部は「今春闘期の重点課題の一つとして、自治体に雇用される臨時・非常勤等職員の賃金労働条件の改善を求めている。急激な人員削減を行った結果として、恒常的業務まで臨時・非常勤職員を担わせざるを得ない状況はこれまでの政策の誤りではないか」と指摘し、「道内の実態について、データーなどあれば提供いただきたい。また、自治労の調査では総体自治体職員数約103,000人のうち約28,000人が臨時・非常勤職員であり、これら職員の8割が年収200万円以下の官製ワーキングプアといわれる職員である。自治労・公務員連絡会はこうした実態に着目し、特に非常勤職員に対し支給制限となっている地公自治法203条の２と204条の改正と適用除外となっているパート労働法の改正を強く求めているところである」と述べ、こうした要求に対する認識を求めた

道市町村課は「昨年８月に臨時・非常勤職員等の任免に係わる人事院規則が整備され、本年４月からは非常勤職員の育児・休業法の適用拡大についての法改正等が行われたところ。道としてはこれら関係通知の送付など情報提供を行ってきている。把握している臨時・非常勤職員の人数については平成20年に実施した臨時・非常勤職員に関する調査結果が直近のものとなっている。今度とも市町村等の臨時職員については、適切な勤務条件や給与の定期制かの確保がはかられるよう必要の都度、助言してまいりたい」と回答した。

これに対し、道本部は「法整備の不充分さを改善するよう求めることも地方自治体の役目であり、私たちも必要な取り組みを自治労本部に対し引き続き求めていくので、道としても国に働きかけを行い、最低限、国の臨時・非常勤職員と均衡を失わないような待遇となるよう各自治体に助言してほしい」と要請した。
（６）病気休暇制度の改正について
　道本部は、「国は病気休暇制度について、90日を上限とすることやクーリング期間を設けるという見直しを行ったが、問題なのは結核などの病気に対して90日を超えて特例的に１年間とする取り扱いを全て廃止してしまったことである。自治体の運用では精神疾患にも適用を拡大している現状があることから、自治体においては大きな問題となっている。どのような助言を行うつもりなのか、明らかにしていただきたい」と質した。
道市町村課は「地方公務員の勤務条件については、地方公務員法第24条において、国および他の地方公共団体の職員との間に権衡を失しないように考慮して定めることとなっていることから、基本的に、休暇制度の決定・運用については、関係法令等の趣旨を踏まえつつ、また、国や近隣自治体の状況等を勘案しながら、対応する必要があるものと考えている。また、実際に決定していく過程においては、職員団体とよく話し合い、双方が納得して進めることが重要であると考えており、道としては、今後とも、各市町村の要請があった場合、必要な情報提供や助言を行ってまいりたい」との回答したため、道本部は「自治体で決定した制度運用については、道として是非尊重していただきたいし、北海道庁が2011年４月から乱暴に国に準じて見直しを強行したし、国の制度にはない休職のクーリング制度は絶対に市町村に押しつけることがないよう対応いただきたい」と強く申し入れた。
（７）給与・諸手当の適正化等について

道本部は、給与・諸手当・休暇制度関係のさまざまな見直しへの動きについては、引き続き、適切な情報提供を求めるとし、「特に自宅所有者の住居手当については、国においては一昨年廃止されたが、地方自治体においては、国家公務員と地方公務員の住宅事情の違いや自治体内における民間事業所の支給水準など総合的に考慮した上で、一定住民に対する説明責任が果たされれば問題はない。特に2009年度においては、自宅住居手当の制度を維持していても平均ラス以下の自治体においては、特別交付税の減額がなされなかった事実があるし、2010年度の取り扱いも昨年度と同様なものとなると聞いているが、具体的にどのような助言がされようとしているのか、現時点での情報でかまわないので明らかにしていただきたい」と質した。
道市町村課は、交付税に関しての情報は現時点ではないと述べ、「国における自宅所有者に係る住居手当の廃止については、その必要性や民間給与等との整合を考慮して決定されたもの。給与・諸手当の改正にあたっては、基本的に各自治体が、国の通知等や地域の民間企業の給与状況を考慮して判断し、措置すべきものと考えている。道としては、自宅所有者の住居手当について、廃止一辺倒で考えているわけではないが、国からも引き続き厳しい目を向けられているのは事実である。また、公務員に対する住民の目は非常に厳しい状況の中でもあり、住民の理解を得ることを第一に対応していただくことが重要と考えている」との見解を述べた。
道本部は、「自宅住居手当については、住民の理解を得る取り組みを行っている自治体もある。自治体において判断した内容については基本的に尊重していただきたい」と強く求めた。

（８）定年年齢の段階的延長について
道本部は、「人事院からの定年年齢の意見の申出が、当初は昨年中に出される見込みだったが、遅れている。公務員連絡会・自治労としては、年度内に出すように要求を強めているところ。段階的定年延長は再任用制度との併用により検討されているが、現段階では再任用制度の条例化はほとんどの自治体でされているものの、９割近くが運用されていない現実があるので、今後、定年年齢の段階的延長に向けて、どのような方針で各自治体に広げていこうとしているのか、現時点での考え方を明らかにしていただきたい」と質した。
道市町村課は、「再任用制度の条例制定や制度の運用については、地域においてさまざまな事情があるものと考えるが、今後の段階的定年延長も見据えて、組織体制や人事管理のあり方の見直しなど、取り組むべき課題も多いものと認識。道としても、段階的定年延長に関する情報収集に努めるとともに、必要に応じて適切に助言を行ってまいりたい」と述べた。
それに対し道本部は、「雇用と年金を接続するのは使用者としての義務と考えている。公務員に対するバッシングが続く非常に難しい時代背景だが、職場の活性化やポストの問題、さらには、定年延長が困難な職種の対応など、非常に難しい課題があるが、是非、北海道としても、いろいろと情報収集いただき、スムーズに定年年齢の段階的延長に対応するよう各自治体に対して助言をいただきたい」と強く申し入れた
（９）その他の課題について（国家公務員総人件費２割削減に問題について）
最後に国家公務員人件費２割削減問題に対して、道本部は、「労働基本権の回復もなく一方的な削減を行うことは言語道断であり、地方自治体職員も同様に削減するという方針は断じて認めることはできない。私たちは国公と地公は別という論立てを主張しているが、仮に国家公務員がいわゆる『独自削減』を行った場合の取り扱いについて、安易に市町村に対して助言など行わないでいただきたいし、そのようなことが無いように国に対して機会あるごとに働きかけていただきたい」と強く申し入れた。
３　交渉まとめ

最後に、川本書記長から①退職手当債、病院特例債借り入れに際し、国公並みの条件や平準化を求めることに関し、自宅住居手当については、過疎化に悩む首長が地域活性化や定住化促進のため自らで議論し、政策として行ってきたものであるから、一律的に国公と同じくすることにはならないと考える。長い間の中央集権では平準化させてきた各種諸手当だが、地域主権に代わっていくなかで、道としても各市町村の代表として、国に申し入れを行うべきと考える。②臨時・非常勤等職員の処遇改善について、各自治体で厳しい財政運営のなかでも時間単価引き上げ、諸手当の改善の努力を行っている自治体が複数ある。道としても処遇改善は課題として認識されているものと思うが、調査等を行い処遇改善の施策を願いたい、と申し入れ、今後も厳しい環境の中で行財政運営を強いられている自治体へ道としての適切な対応を引き続き求めて、交渉を終えた。
４　道市町村課交渉の内容は、以上のとおりである。現在行われている国会で労働基本権回復を含む国家公務員改正法案が提出を予定されている。２年後の協約締結権回復と人勧制度廃止など新しい公務員制度を見据え、自治労は2011春闘で取り組む三本柱、

①「要求－交渉－妥結」のサイクルの確立と協約締結権の回復を見据えた妥結結果の書面協定化

②　臨時・非常勤等職員の抜本的な処遇改善の取り組み

③　地域社会を支える公共サービスの質と公正労働基準の確保
を定め、春闘を一年の賃金・労働条件闘争のスタートとしてあらためて位置づけした。
引き続３月23日の中央段階のヤマ場に向けて、今春闘の取り組みをさらに強めていく。各単組においては、３月11日の対自治体闘争の全国統一行動（29分時間内くい込み集会）に結集し、自治体当局の使用者責任を果たすべく、追及を強めること。
以　上
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